
新 旧
五木村建設物等木材利用促進基本方針 五木村公共施設・公共工事木材利用推進基本方針

本村は、川辺川ダム建設計画に翻弄され続け、水没予定地から代替地への移
転を余儀なくされたことを機に、平成14年から頭地代替地に公共施設の移転を
開始し、役場・診療所・小中学校や道の駅等の建築については、積極的な木材
の利用に取組んできた。

本村は、川辺川ダム建設計画に翻弄され続け、水没予定地から代替地へ移転
を余儀なくされ、平成14年から頭地代替地に公共施設の移転を開始し、役場・
診療所・小中学校や道の駅等の公共施設の建築については、積極的な木材の
利用に取組んできた。

また、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22年法律
第36号。以下「法」という。）の施行を受け「熊本県公共施設・公共工事木材利用
推進基本方針（平成23年2月23日策定）」に即して、村が直接又は村内各種団
体への補助等により実施する公共施設・公共工事（以下「村等工事」という。）に
おいて木材の利用を一層促進し、民間事業者や村民まで波及させることを目的
として、法第9条に基づく「五木村公共施設・公共工事木材利用推進基本方針」
を定めたところ。

このような中、公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成22
年法律第36号。以下「法」という。）が施行されたことから、「熊本県公共施設・公
共工事木材利用推進基本方針（平成23年2月23日策定）」に即して、村が直接
又は村内各種団体への補助等により実施する公共施設・公共工事（以下「村等
工事」という。）において木材の利用を一層促進し、この取り組みを村内の民間
事業者や、さらには村民まで波及させることを目的として、法第9条に基づく「五
木村公共施設・公共工事木材利用推進基本方針」を定めるものとする。

このような中、令和3年10月に「公共建築物等における木材の利用の促進に関
する法律」が改正され、基本方針等の対象が公共建築物から建築物一般に拡
大されたことを受け、一般建築物等への更なる普及を目的として改正を行うもの

（追加）

第１　建築物等における木材の利用の促進の意義及び基本的事項 第１　公共建築物等における木材の利用の促進を図るための基本的事項
　１　木材の利用を促進すべき対象 　１　木材の利用を促進すべき対象

　　イ　村等工事以外で、五木村内において民間事業者等が整備する建築物
イ 村等工事以外で、五木村内において民間事業者等が整備するアに準ず

る建築物
　　ウ　民間事業者が行う観光施設・物産館等の建築物 　　ウ　民間事業者が行う観光施設・物産館等の建築物
　　エ　公共工事で設置する施設 　　エ　公共工事で設置する施設
　　オ　一般住宅の新・改築に係る建築物
　２　木造計画・設計基準の活用 　２　木造計画・設計基準の活用
イ 一般建築物や民間が整備する公共性の高い建築物においても、木材を

利用する意義への理解と協力が得られるよう働きかける。
イ 民間が整備する公共性の高い建築物においても、木材を利用する意義

への理解と協力が得られるよう働きかける。
　
　第３　建築物等における木材の利用の促進に関する推進体制 　第３　公共建築物等における木材の利用の促進に関する推進体制
　　１　推進体制 　　１　推進体制

建築物等における木材の積極的な利用を促進するため、庁内に組織す
る「五木村再建対策本部会議」において、計画または実施する事業等について
球磨産材の利用促進が図られるよう推進する。

公共建築物等における木材の積極的な利用を促進するため、庁内に組
織する「五木村再建対策本部会議」において、計画または実施する事業等につ
いて球磨産材の利用促進が図られるよう推進する。

　　２　木材利用の普及 　　２　木材利用の普及
　　　　建築物等の管理者は、村内外の来訪者に、木材の特性、意義、その他設
計基準等について普及に努める。

公共建築物等の管理者は、村内外の来訪者に、木材の特性、意義につ
いて普及に努める。

五木村建設物等木材利用促進基本方針（旧：五木村公共施設・公共工事木材利用推進基本方針）


